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創刊のことば
　社会科学の研究と社会的実践における統計の役割が大きくなるにしたがって，統計にかんす
る問題は一段と複雑になってきた。ところが統計学の現状は，その解決にかならずしも十分で
あるとはいえない。われわれは統計理論を社会科学の基礎のうえにおくことによって，この課
題にこたえることができると考える。このためには，われわれの研究に社会諸科学の成果をと
りいれ，さらに統計の実際と密接に結びつけることが必要であろう。
　このような考えから，われわれは，一昨年来経済統計研究会をつくり，共同研究を進めてき
た。そしてこれを一層発展させるために本誌を発刊する。
　本誌は，会員の研究成果とともに，研究に必要な内外統計関係の資料を収めるが同時に会員
の討論と研究の場である。われわれは，統計関係者および広く社会科学研究者の理解と協力を
えて，本誌をさらによりよいものとすることを望むものである。
　　　　　1955年 4月

経 済 統 計 研 究 会

経 済 統 計 学 会 会 則
第 1条　本会は経済統計学会（JSES：Japan Society of Economic Statistics）という。
第 2条　本会の目的は次のとおりである。

1．社会科学に基礎をおいた統計理論の研究　　 2．統計の批判的研究
3．すべての国々の統計学界との交流　　　　　 4．共同研究体制の確立

第 3条　本会は第 2条に掲げる目的を達成するために次の事業を行う。
1．研究会の開催　　 2．機関誌『統計学』の発刊
3．講習会の開催，講師の派遣，パンフレットの発行等，統計知識の普及に関する事業
4．学会賞の授与　　 5．その他本会の目的を達成するために必要な事業

第 4条　本会は第 2条に掲げる目的に賛成した以下の会員をもって構成する。
⑴　正会員　　⑵　院生会員　　⑶　団体会員
2　入会に際しては正会員 2名の紹介を必要とし，理事会の承認を得なければならない。
3　会員は別に定める会費を納入しなければならない。

第 5条　本会の会員は機関誌『統計学』等の配布を受け，本会が開催する研究大会等の学術会合に参加すること
ができる。

2　前項にかかわらず，別に定める会員資格停止者については，それを適応しない。
第 6条　本会に，理事若干名をおく。

2　理事から組織される理事会は，本会の運営にかかわる事項を審議・決定する。
3　全国会計を担当する全国会計担当理事 1名をおく。
4　渉外を担当する渉外担当理事 1名をおく。

第 7条　本会に，本会を代表する会長 1名をおく。
2　本会に，常任理事若干名をおく。
3　本会に，常任理事を代表する常任理事長を 1名おく。
4　本会に，全国会計監査 1名をおく。

第 8条　本会に次の委員会をおく。各委員会に関する規程は別に定める。
1．編集委員会　　　　　　　　　　 2．全国プログラム委員会　　 3．学会賞選考委員会
4．ホームページ管理運営委員会　　 5．選挙管理委員会

第 9条　本会は毎年研究大会および会員総会を開く。
第10条　本会の運営にかかわる重要事項の決定は，会員総会の承認を得なければならない。
第11条　本会の会計年度の起算日は，毎年 4月 1日とする。

2　機関誌の発行等に関する全国会計については，理事会が，全国会計監査の監査を受けて会員総会に報告し，
その承認を受ける。

第12条　本会会則の改正，変更および財産の処分は，理事会の審議を経て会員総会の承認を受けなければならない。
付　則　 1．本会は，北海道，東北・関東，関西，九州に支部をおく。

2．本会に研究部会を設置することができる。
3．本会の事務所を東京都文京区音羽1－6－9　㈱音羽リスマチックにおく。

1953年10月 9日（2016年 9月12日一部改正［最新］）
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内閣総理大臣の日本学術会議会員任命拒否をめぐる経済統計学会からの声明

上藤　一郎（常任理事長）

　経済統計学会では，昨今の内閣総理大臣による学術会議会員任命拒否に対して，2020年11月
8日付けで声明文を公表いたしました。同声明文は，常任理事会で原案を作成し，修正を経た
後，本学会「意見表明に関する申し合わせ」に従い理事会で承認されたもので，金子治平学会長
名で公表されました。なお，同声明文は既に本学会ホームページに掲載されておりますが，以
下，全文を掲載いたします。

2020年11月 8日

内閣総理大臣の日本学術会議会員任命拒否をめぐる経済統計学会からの声明

経済統計学会会長
金子治平

　経済統計学会を代表し，内閣総理大臣の日本学術会議会員任命拒否について声明する。

　日本学術会議の前身として1920年に科学アカデミーとして政府内に設立された学術研究会議
は，当初は会員や会長を互選とするなどの一定の独立性を持っていた。しかし1943年に会員を
学識経験者の中から文部大臣が選任し内閣が任命されるように変更され，戦争遂行のための科
学動員の一翼を担うようになった。学術が政府に従属するようになり戦争の一翼を担ったこと
の反省を踏まえ，日本の科学アカデミーは政府から独立した性格を持つべきだという考えを
ベースに生まれたのが日本学術会議である。したがって日本学術会議は，その時々の政府に左
右されることなく，また政府との一定の緊張感を持つべきものとして位置付けられてきた。過
去の国会での政府答弁も，上記を踏まえたものであると理解される。会員候補のうち特定の候
補者を，明確な理由もなく任命拒否するという政府の決定は上記の独立性を侵害するものであ
る。

　経済統計学会は，近代民主主義社会には真実性が確保された統計が必要であるいう認識のも
とに学術研究を行ってきた。真実性を確保した統計の作成・利用のためには，統計調査におけ
る調査者と被調査者間の信頼，および統計利用における思想信条の違いを超えた対話による信
頼・正義が必須である。明確な理由を示さずに特定の候補者を任命拒否した政府の態度は，統
計がよって立つ近代民主主義社会にとって必要な信頼・正義を損ねるものである。

【本会記事】
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　以上から，経済統計学会は，特定の会員候補者を任命拒否した理由を明確に示すことを求め
る。

以上



機関誌『統計学』の編集・発行について

『統計学』編集委員会

　みなさまからの投稿を募集しています。ぜひ研究成果の本誌上での発表をご検討ください。

1． 原稿は編集委員長宛に送付して下さい（下記メールアドレス）。
2． 投稿は常時受け付けています。  
　なお，書評，資料および海外統計事情等の分類の記事については調整が必要になることもありま
すので念のため事前に編集委員長に照会して下さるようお願いします。

3． 次号以降の発行予定日は次のとおりです。  
　第120号：2021年 3月31日  
　第121号：2021年 9月30日 

4． 原則として，すべての投稿が審査の対象となります。投稿に際しては，「投稿規程」，「執筆要綱」，お
よび「査読要領」の確認をお願いします。最新版は，本学会の公式ウェブサイト（http://www.jsest.
jp/）を参照して下さい。

　投稿，編集委員会についての問い合わせや執筆の推薦その他とも，下記編集委員長のメールアドレス
宛に送付して下さい。

editorial@jsest.jp

編集後記
　投稿者のみなさま，そしてお忙しい中快く論文の審査をお引き受けいただきました査読者のみなさまに改めて
お礼申し上げます。編集委員会の活動にご理解ご協力ありがとうございました。 （小林良行　記）
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